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１．はじめに 

近年では竜巻による甚大な建築物被害の事例が

多く報告されており、2008年には気象庁による竜

巻注意情報の発表も開始された。このような背景

のもと、竜巻災害の低減に資する対策の整備及び

充実が求められるとともに、竜巻に対する社会的

関心も高まってきているのが現状である。 

 建築物の竜巻被害の低減をめざすためには、ま

ず竜巻が当該建築物付近を通過する際の風力特性

や飛散物の挙動を適切に把握することが必要であ

る。そこで本研究では、図-1に示す突風危険度の

実験的評価を目的として、竜巻状の旋回流を模擬

することのできる装置(以下「竜巻状気流発生装

置」という)を開発した。 

 

図-1 竜巻通過時を想定した突風危険度の評価 

２．竜巻状気流発生装置の概要 

本装置は送風機を内蔵した「本体」、横方向に自

走可能な「架台」、上下に昇降可能な「ステージ」

及び「制御盤」から構成される。図-2に装置の概

観と本体の断面図を示す。装置の全高は約 2.3m、

本体の外径は 1.5m、内蔵された送風機の直径は

0.5mである。下降流に強制的に旋回性状を与える

ガイドベーンは均等に 18枚配置されており、0～

55 度の範囲で法線方向に対する角度を設定でき

る。また、架台の自走範囲は原点に対して±1.4m 

(最大移動速度 0.4m/s)である。 

  

図-2 竜巻状気流発生装置の概観と断面図 

３．実験気流と工学モデルとの対応 

竜巻を想定した旋回流の風速分布としては、ラ

ンキン渦(Rankine Vortex)モデルが米国内の設計

規準でも突風荷重の算定に供されている。そこで、

本装置での実験気流の同モデルへの適合性を確認

するため、 PIV(Particle Image Velocimetry)と

よばれる気流可視化実験及び風圧実験を実施した。

図-3に示すように、実験で得た接線風速と圧力降

下量のいずれもランキン渦モデルに適合している

ことが確認された。 
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図-3 測定結果(左：接線風速・右：床面上風圧) 

４．まとめ 

今後、竜巻状気流発生装置を積極的に活用して、

竜巻に対する構造安全性評価に資する風力モデル

構築のための実験的研究を推進していく予定であ

る。なお、本研究は科学研究費補助金基盤研究

(B)(課題番号21360273)の援助を受けて実施した。 

【参考文献】喜々津ほか：突風危険度評価に資す

る竜巻状気流発生装置を活用した実験的研究の試

み, GBRC,Vol.36,No.1,pp.2-11,2011. 
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地震発生直後の概略被害状況の推測
－特性が類似する過去の被害地震情報の利用－
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１．はじめに

国土交通省は大規模地震の発生直後に所管施設

の点検に入るが、被害状況によってはその把握に

数時間以上要することも多い。広域で多様な被害

が想定される首都直下地震や東海･東南海･南海地

震では、さらに長い時間を要することも予想され

る。一方、所管施設の被害状況が把握できない状

況が続くと、災害対策本部等では迅速かつ的確な

初動対応が困難になる。

このため、点検中の情報が少ない段階において

も、災害対応担当者が迅速かつ的確な初動対応の

準備ができるよう、地震発生直後に概略の被害状

況を推測する方法を検討した。

２．参照地震情報

地震発生直後に得られる情報として、気象庁震

度があるが、震度分布だけでは多様な振動特性を

有する各種施設の被害を推測するのは難しいこと

が指摘されている。一方、一般土木施設の被害程

度と比較的相関のある地震動指標として、SI値（ス

ペクトル強度）があるが、SI値は災害対応担当者

に馴染みのない指標であるとともに、SI値分布の

みから被害状況を推測することも難しい。

そこで、国土交通省地震計ネットワーク(http:// 

www.nilim.go.jp/japanese/database/nwdb/index.htm)

によって地震発生後10分程度で観測、集約される

SI値の最大値や分布、さらには地震の発生地域等

が類似する地震を過去の被害地震から選択し（こ

れを参照地震とよぶ）、参照地震のSI値分布や被

害状況を「参照地震情報」として災害対策本部に

提供することを目的に、過去の被害地震情報を整

理し参照地震情報の様式、作成手順を策定した（図

-1）。過去の被害地震としては、1968年十勝沖地

震以降の40地震をデータベースとして整理した。

これらをとりまとめた資料を既に河川局防災課

災害対策室に提供しており、大規模地震の発生時

には、災害対策本部での情報の利用が期待できる。

３．今後に向けて

地震発生直後の被害状況の推測精度向上に向け

て、強震観測網を有する他機関との即時データ共

有を図るとともに、個別の施設の被災度を即時に

推測する技術を開発し、災害対応担当者のニーズ

に合った情報が提供できるよう検討を進めている。

②地震計ネットワークHPを確認
（最大SI値、最大震度を把握）

①気象庁震度等の地震情報を取得
（最大震度、マグニチュード、震源深さ）

⑦マグニチュードと震源深さが近い地
震を参照地震として選定

⑤気象庁の最大震度が地震計
NWの最大震度より大きい

地震計NWでは震源域周辺の強震動
が観測されていない可能性（震源地
周辺ではさらに強い揺れの可能性）

⑧地域区分、最大震度、マグニチュー
ドから参照地震を選定

地震発生、参集、作業開始

③地域区分を選択
（都市、山間地、それ以外（沿岸･地方））

④震央が陸地内あるいは陸地
付近にあり、震源が浅い地震

はい

いいえ

はい

いいえ

⑨参照地震情報の作成、報告

⑥地域区分と最大SI値から参照地震の
候補を選択

図-1 参照地震情報作成までの手順
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